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Ⅰ　は じ め に

近年，ワーク・ライフ・バランス（WLB）に関
する経済学的研究が急増している。本稿では，
WLB の経済学的解釈，WLB を阻害する要因，
政策介入の余地の有無について理論的な整理を行
う。理論的な整理に基づき，いくつかの既存の経
済学的な実証研究を位置づけ，今後の展望を議論
する。包括的なサーベイは目標ではない。

Ⅱ　ワーク・ライフ・バランスの経済学
的解釈

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
憲章」は，仕事と生活の調和が実現した社会を

「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じなが
ら働き，仕事上の責任を果たすとともに，家庭や
地域生活などにおいても，子育て期，中高年期と
いった人生の各段階に応じて多様な生き方が選
択・実現できる社会」と表現している。

WLB を経済学的に解釈する際のポイントは，
個人と多様なニーズである。「憲章」は，異なる
ライフスタイルを持ち，ライフサイクルの異なる
段階にある個人の多様な WLB のニーズを実現す
る社会を目指している。したがって，以下では

「個人が多様な選択肢から個人の効用を最大化す
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る選択ができるとき，個人の WLB が達成され
る」と考える。求められる「多様」性の程度は，
個人の主観により外生的に決められていると考え
る。しかしⅡ2で説明するように，経済学理論は
市場が提供できる多様性には限度があることを示
唆する。

入門レベルの経済学では，市場メカニズムは多
様なニーズに最も効率的に対応できると教えられ
ることが多いが，政策介入の程度は，国の間で大
きく異なる。市場メカニズムを重視する米国は，
政府の主たる役割を市場メカニズムを機能させる
ための市場のインフラやセーフティネットの整備
に限定して来た。これに対し，欧州のいくつかの
国々では，政府が積極的に市場への介入を行って
来た。

個人の WLB の実現を阻害する要因は，家計要
因，企業要因，市場要因に大別できる。例えば，
家計要因としては，家計内の男女の固定的な役割
分担や夫婦関係の諸問題が指摘されている。企業
要因としては，雇用・訓練・昇進・賃金における
女性に対する統計的差別，年功賃金，家族単位の
働き方を前提とした雇用慣行，管理職の意識改革
の遅れなどが指摘されている。市場要因として
は，労働法制を含む市場のインフラ整備の遅れ

（在宅勤務にふさわしい労働法制の遅れ，雇用保障を
重視する労働法制，処遇・雇用保障・社会保険の適
用における正規・非正規格差を許容する労働法制，
配偶者控除，第三号被保険者などの女性の非労働力
化に対する暗黙の補助金制度，サービス残業の容認，
高い転職コスト）やセーフティネットの未整備（多
様な保育サービス・保育所の整備の遅れ）が指摘さ
れて来ている。

労働経済学のさまざまなモデルが WLB を理解
する上で有用である。家計内の生活時間と財の配
分決定に関するモデル（特にコレクティヴモデル）
や人的資本投資モデルは家計要因を理解する上で
有用である。準固定費用モデル，人的資本モデ
ル，プリンシパルエージェントモデルなどは企業
要因を理解する上で有用である。ヘドニック価格
モデル（補償賃金格差モデル）は市場要因を理解
する上で有用である。紙面の都合上，以下では家
計内の生活時間と財の配分モデルとヘドニック価

格モデルに焦点を絞る。

1　家計内の生活時間配分

家計は，各構成員の生活時間をどのように労働
供給（市場労働），家計内生産（出産・育児・介護・
看護・家事），余暇に配分するか，また，所得で
購入した財や家計内で生産した財を各構成員の間
でどのように配分するかを決めている。Ⅱ1で
は，WLB を阻害する家計要因に焦点を絞るため
に，労働時間の選択肢は無限にあると仮定する。
家計内の生活時間と財の配分決定に関するモデル

（以下，生活時間配分モデル）は，家計が 1 つの効
用 関 数 を 持 つ と 仮 定 す る ユ ニ タ リ ー モ デ ル

（unitary  models）と家計内の個人が異なる効用関
数 を 持 つ と 仮 定 す る コ レ ク テ ィ ヴ モ デ ル

（collective  models）に大別することができる。ど
ちらのモデルを前提とするかによって WLB の捉
え方が大きく異なってくる。

家計が 1 つの効用関数を持つと仮定するユニタ
リーモデルでは，モデルの仮定により個人レベル
のワーク・ライフ・コンフリクトは生じない。ユ
ニタリーモデルは，家計レベルの効用関数の多様
性は認めるが，家計内の個人レベルの効用関数の
多様性は認めない。ユニタリーモデルでは，例え
ば，夫の「過小な」育児参加と妻の「過大な」育
児参加でさえ，時間制約，予算制約，家計内生産
技術の制約の下で夫婦が最適な選択を行った結果
であると解釈されてしまう。標準的なユニタリー
モデルは，完全競争を仮定し，家計は市場賃金と
市場価格の下で労働供給時間，余暇時間，家計内
生産時間，消費を自由に選ぶことができると仮定
し，他の条件を一定とすれば，夫の賃金が妻より
も高い場合や，夫の家計内生産性が妻よりも低い
場合などには，夫が市場労働，妻が家計内生産に
ウエイトを置いた時間配分を予測する。夫婦の時
間配分が極めてアンバランスであっても，それは
家計が望むものであると考えてしまう。ユニタ
リーモデルを前提とすると，仮定により個人レベ
ルのワーク・ライフ・コンフリクトはなく，また，
家計レベルのワーク・ライフ・コンフリクトがあ
るとしても，それは家計に端を発するものではな
く，市場や企業に端を発するものであることにな
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る。
ユニタリーモデルは，家計が 1 つの効用関数を

持つという単純化の仮定により，夫婦の労働供給
時間，余暇時間，（出産・育児を含む）家計内生産
時間，消費の配分の同時決定など，多くの分析を
可能として来た。しかし，家計が 1 つの効用関数
を持つという仮定は WLB の分析には明らかに不
適切である。 WLB の理念が個人レベルでの多様
性を前提としているのに対し，ユニタリーモデル
は個人レベルの効用関数の多様性を認めないから
である。例えば，仕事も家庭も犠牲にしたくない
という人が，特に女性の間で増えており，夫婦間
のコンフリクトが増していると考えられるのに，
ユニタリーモデルはそのコンフリクトを仮定によ
り無視してしまう。

コレクティヴモデル（Chiappori  1988;  Chiappori 
1992; Blundell, Chiappori and Meghir 2005; Blundell 
et al. 2005）は，家計内の個人が異なる効用関数を
持つと仮定し，「分配要素」という新たな分析の
視点を与えている。コレクティヴモデルは，家計
内の生活時間と財の配分はパレート効率的に行わ
れ，複数のパレート効率的な配分からどの配分を
家 計 が 選 択 す る か は， 分 配 要 素（distribution 
factor）に規定されると考える1）。分配要素は，家
計内の各構成員の立場の強さを示すと考えられ，
家計構成員間の相対的な年齢，学歴，賃金などの
家計内要因，居住地区における人口に占める性比
率などの家計外要因が例として挙げられることが
多い。ユニタリーモデルと異なり，コレクティヴ
モデルは，時間制約，予算制約，家計内生産技術
の制約条件だけでなく，家計内での夫婦それぞれ
の立場の強さが生活時間の配分，財の配分に影響
を及ぼすと予測する。

コレクティヴモデルは，個人レベルのワーク・
ライフ・コンフリクトが生じる可能性を示唆す
る。各構成員の効用は，パレート効率的な複数の
配分の間で異なり，家計が選択する配分は分配要
素の影響を受けるので，各構成員の効用は分配要
素の影響を受ける。家計の制約条件下で夫の効用
を最大化する配分と妻の効用を最大化する配分は
異なり，家計が選択する配分はいずれでもない可
能性がある。この意味で，夫，妻，あるいは双方

にワーク・ライフ・コンフリクトが生じる可能性
がある。例えば，労働時間の選択肢が無限にある
とき，夫の「過小な」育児参加と妻の「過大な」
育児参加という配分は，家計の制約条件下のパ
レート効率的な配分の 1 つではあるものの，夫の
WLB が達成される一方で，妻にワーク・ライ
フ・コンフリクトが生じている可能性がある2）。

コレクティヴモデルは，結婚，離婚，子どもの
独立といった家族の形成と崩壊に関しても新たな
視点を与える。個人は結婚しない（既婚者の場合
は別居する，離婚する，子どもの場合は独立する）
といった選択をすることにより，家計に起因する
ワーク・ライフ・コンフリクトを回避できる。こ
のことは，個人が選択した婚姻状態を所与とすれ
ば，家計に起因するワーク・ライフ・コンフリク
トは生じない可能性を示唆する。しかし，（結婚
後の潜在的なワーク・ライフ・コンフリクトにより）
結婚が負の財である場合には，結婚は婚姻状態の
選択肢から外れ，ワーク・ライフ・コンフリクト
が生じる。例えば，結婚したいが，結婚すれば深
刻なワーク・ライフ・コンフリクトが生じると考
える女性は，独身でいることにより，結婚からの
ワーク・ライフ・コンフリクトを回避することが
できる。この女性は，独身でいる限り多様な選択
肢からの最適な選択ができるので，婚姻状態（独
身）を所与とすれば，WLB を達成している。し
かし，その一方で，この女性は，婚姻状態の選択
肢を狭められているので，婚姻状態を所与としな
ければ，WLB を達成していない。

WLB 促進を目的とする政府や企業の施策はも
ちろんのこと，WLB 促進の背景にある社会的規
範の変化や，WLB 促進とは無関係に見える離婚
法さえ，労働供給時間，余暇時間，家計内生産時
間，消費財の家計構成員間の配分，結婚，離婚，
独立に影響を及ぼす可能性がある。また，政府の
家計に対する補助金も夫婦のどちらに給付するか
により異なる影響を及ぼす可能性がある。

生活時間配分モデルは，動学化により応用範囲
を飛躍的に広げることができる。動学化により各
構成員の出産，育児，健康，教育，訓練等に対す
る投資や貯蓄の決定問題を扱うことができるよう
になる。現状では理論モデルの動学化の試みは限
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られているが，実証分析は動学化されたモデルを
暗黙的に想定していることが多い。

コレクティヴモデル的な発想は，WLB の経済
学的研究での重要性を増すのみならず，経済学者
の家計内部に関する理解を深めて行くであろう。
家計行動の分析におけるユニタリーモデルからコ
レクティヴモデルへのシフトと同様の現象は，企
業行動の分析でもあった。経済学は，長きにわた
り，企業を 1 つの利潤関数を持つ経済主体である
と仮定して来た。組織の経済学がこの仮定を捨て
ることにより企業内部の理解を深めるのに貢献し
た事実は記憶に新しい。

2　ヘドニック市場

以上では，WLB を阻害する家計要因に焦点を
絞るために，労働市場における労働供給時間の選
択肢は無限にあると仮定した。以下では，家計に
関してはユニタリーモデルを仮定し，WLB を阻
害する市場要因に焦点を絞る。

ヘドニック価格モデル（補償賃金格差モデル）
は，自由競争的な外部労働市場では多様な仕事が
提供され，WLB が達成される可能性を示唆する。
ヘドニック価格モデルは，仕事を労働時間の水
準，労働時間の柔軟性，賃金，雇用期間，訓練機
会，労働環境，フリンジベネフィットなどのパッ
ケージとして考える。

市場が長期均衡にあるとき，企業が提供可能な
パッケージの多様性は，企業の生産技術，（労働
以外の）生産要素市場で企業が直面する（労働以
外の）生産要素の供給曲線，生産物市場で企業が
直面する需要曲線の 3 つによって規定される。市
場の長期均衡で企業が獲得できる利潤はゼロであ
るから，各企業はゼロ利潤を維持するパッケージ
しか提供できない。ゼロ利潤の制約は，企業が提
供可能な複数のパッケージ間にトレードオフ関係
を生む。例えば，企業は，短時間労働を提供する
のであれば，硬直的な労働時間，低い賃金，不安
定な雇用，少ない訓練機会，悪い労働環境，少な
いフリンジベネフィットのいずれか，あるいはす
べてを要求し，ゼロ利潤を維持する必要がある3）。
利潤は収入と費用の差であり，収入は生産物市場
で企業が直面する需要曲線，費用は生産技術，生

産要素市場で企業が直面する生産要素の供給曲線
の 3 つの要素により規定される。したがって，こ
のトレードオフ関係も 3 つの要素により規定され
る。

異なる生産技術を持つ企業，異なる生産物市
場，異なる（労働以外の）生産要素市場に置かれ
た企業は異なるパッケージを提供し，異なる制約
下に置かれる労働者，異なる選好を持つ労働者は
異なるパッケージを求める。例えば，労働時間短
縮のコストが高い企業は，その他の条件を一定と
すれば，長時間労働を要求する代わりに，柔軟な
労働時間，高い賃金，安定した雇用，多くの訓練
機会，良い労働環境，多くのフリンジベネフィッ
トのいずれか，あるいはすべてを提供し，労働者
の確保と利潤の維持を図るであろう。逆に，労働
時間短縮のコストが低い企業は，その他の条件を
一定とすれば，短時間労働を提供する代わりに，
硬直的な労働時間，低い賃金，不安定な雇用，少
ない訓練機会，悪い労働環境，少ないフリンジベ
ネフィットのいずれか，あるいはすべてを要求
し，労働者の確保と利潤の維持を図るであろう。
長時間労働を嫌わない労働者は，その他の条件を
一定とすれば，長時間労働を受け入れる代わり
に，柔軟な労働時間，高い賃金，安定した雇用，
多くの訓練機会，良い労働環境，多くのフリンジ
ベネフィットのいずれか，あるいはすべてを提供
するパッケージを求めるであろう。逆に，長時間
労働を嫌う労働者は，その他の条件を一定とすれ
ば，短時間労働を要求する代わりに，硬直的な労
働時間，低い賃金，不安定な雇用，少ない訓練機
会，悪い労働環境，少ないフリンジベネフィット
のいずれか，あるいはすべてを要求するパッケー
ジを求めるであろう。

市場では，多様な企業が多様なパッケージを提
供し，多様な労働者が多様なパッケージを求め，
最適なマッチングが達成される。また，その結
果，市場均衡で取引される多様なパッケージ間に
成立するトレードオフ関係は（単一企業が提供し
得るパッケージ間のトレードオフと比べ）緩やかな
ものとなる。例えば，労働時間短縮のコストが高
い企業は，長時間労働を嫌わない労働者とマッチ
ングされ，労働時間短縮のコストが低い企業は，
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長時間労働を嫌う労働者とマッチングされる。労
働時間の柔軟化のコストが高い企業は，硬直的な
労働時間を嫌わない労働者とマッチングされ，労
働時間の柔軟化のコストが低い企業は，硬直的な
労働時間を嫌う労働者とマッチングされる。各企
業が多様な働き方を提供するとは限らないが，市
場は全体として多様な働き方を提供しているの
で，ライフスタイル，ライフサイクルの異なる労
働者は転職により希望する働き方を達成できる。
同一企業が複数の異なるパッケージを提供する場
合には，企業内転職（同一企業が提供するパッケー
ジ間の移動）も選択肢の 1 つとなる。

個人の主観により外生的に求められる多様性が
ヘドニック市場が提供可能な多様性を上回る場合
には，一部の労働者の間でワーク・ライフ・コン
フリクトが生じることになる。外生的に求められ
る多様性が，（先述の 3 つの要素により規定される）
ヘドニック市場が提供可能な多様性と等しい保障
はない。外生的に求められる多様性が過度になれ
ば，ワーク・ライフ・コンフリクトが生じるが，
それはそもそも市場が提供不可能なものである。
以下では，外生的に求められる多様性の程度は，
ヘドニック市場が提供可能な多様性と等しいと仮
定する。

多様な企業が多様なパッケージを提供し，多様
な労働者が多様なパッケージを求めることができ
ている市場を規制すれば，マッチングの効率性が
低下し，一部の労働者の間でワーク・ライフ・コ
ンフリクトを生む。例えば，短時間正社員労働制
度を企業に課せば，導入コストの高い企業は，仕
事の他の属性を変える（労働時間の柔軟度を低め
る，賃金を下げる，雇用を不安定化する，訓練機会
を減らす，他のフリンジベネフィットを減らすなど
をする）ことでゼロ利潤を維持するか，廃業する。
導入コストが高い企業は，長時間労働を嫌わない
労働者が働いていた企業であるから，これらの労
働者は，あまり評価しない短時間労働を得る代わ
りに，評価していた高い賃金等の仕事の他の属性
を失うことになる，あるいは，企業が廃業してし
まえば，雇用を失うことになる。夫が長時間労
働，妻が短時間労働の仕事を選ぶことにより
WLB を達成していた家計では，夫の労働時間が

短縮される代わりに賃金が下がる，あるいは，夫
が職を失い，WLB を失うことになりかねない。

質の高いヘドニック市場は自然発生するもので
はなく，法整備も含めた，政府による市場を支え
る社会的インフラ整備が重要であるといった，

「市場の質」の理論が経済学者の間で近年，注目
を浴びている。市場は市場インフラ（法律，制度，
組織，文化，倫理，慣習等，市場を取り巻くさまざ
まな要素の総体）の変化と共に内生的に移行する
ものであり，市場インフラの総合的な設計により
市場の高質化を促すことが重要であるとこの理論
は考える。

政府による WLB 施策の導入の是非を経済学的
に議論する際には，WLB 施策導入の効果の検証
だけでなく，ヘドニック市場がどの程度，機能し
ているか，また，機能を阻害している原因を検証
する必要がある。労働法制を含む市場のインフラ
整備の遅れ（在宅勤務にふさわしい労働法制の遅れ，
雇用保障を重視する労働法制，処遇・雇用保障・社
会保険の適用における正規・非正規格差を許容する
労働法制，配偶者控除，第三号被保険者などの女性
の非労働力化に対する暗黙の補助金制度，サービス
残業の容認，高い転職コスト）やセーフティネット
の未整備（多様な保育サービス・保育所の整備の遅
れ），情報の非対称性（労働者のスキルや能力の証
明の難しさ，長時間労働が労働者の意欲や能力のシ
グナルとなっている可能性），企業要因（統計的差
別，日本的経営，ワーカホリックな上司，非効率な
仕事管理，長時間労働を評価する企業風土）など，
さまざまな潜在的な原因が経済学者の間で議論さ
れて来ている。

ヘドニック市場が機能している場合でも政府の
WLB 施策が不要であるとは限らない。まず，政
府の WLB 施策には，労働者に最低限の保障を与
えたり，労働者間の格差を縮小する効果があると
期待できる。また，ヘドニック市場は，仕事の
パッケージの市場であるから，非就労者には多様
性を提供できない。ヘドニック市場による WLB
の達成には，雇用問題の解決が前提となる。就労
者のみが WLB を達成できる仕組みは，WLB の
格差を引き起こす。
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Ⅲ　実証研究の概観

以下では，上記の理論的整理に基づき，既存の
経済学的な実証研究のモデルによる分類を行う。
日本の WLB に関する既存の経済学的研究にはコ
レクティヴモデルやヘドニック市場に関するもの
が少ない。

1　生活時間配分

生活時間配分モデルは，家計の各構成員に配分
される労働供給（市場労働）時間，余暇時間，家
計内生産（出産・育児・介護・看護・家事）時間，
家計内生産物（出産・育児の生産物，介護・看護の
生産物，家事の生産物），各構成員に対する市場
財，家計内生産物の配分，各構成員の効用（生活
満足度）は同時決定されると考える。生活時間配
分モデルに基づく実証研究では，分析の焦点に応
じて一部の変数間の同時性を無視するのが一般的
である。

生活時間配分のモデルに基づく多くの実証研究
がある。例えば，本田（1995）は，家事生産関数
を推定し，夫婦の家事労働の代替性を分析してい
る。柴田・ボイルズ（1996），小原（2000）は，夫
の通勤時間の家計の時間配分への影響を分析して
いる。水落（2006a, b）は，時間データを用い，
時間配分の内生性を考慮し，家計の時間配分行動
と父親の育児参加の規定要因を分析している。平
野（2005）は，既婚女性の就業選択と夫の家事分
担が同時決定されるのか，妻の賃金率と夫の家事
分担には正の相関があるのかを分析している。

家計の時間配分行動が家計構成員の健康や幸福
に与える影響の分析もいくつかある。例えば，山
内（2001）は，家内育児労働と市場労働との間の
親の時間配分が子どもの健康資本形成に与える影
響，子どもの健康賦存が親の労働供給や夫婦間分
業に与える影響を分析している。離別や死別に
よって片親家計になることが子どもにとって外生
的な事象であると考え，親の市場労働供給による
育児労働時間減少の子どもの健康資本形成への影
響を識別している。坂本（2008b）は，妻の再就
職の前後で夫婦間の時間・支出配分と妻の主観的

厚生がどのように変化するかを分析している。
コレクティヴモデルに基づく実証研究も登場し

始めている。例えば，坂本（2008a）は家計内の
消費と余暇時間の分配を分析し，吉田（2009）は
夫妻の家事・育児分担を，特に，夫妻の労働時間
が家事・育児時間決定の上で制約となっているか
を分析している。

生活時間配分モデルが理論モデルとして使用さ
れている，あるいは，想定されていると解釈でき
る実証研究は少なくない。夫の通勤時間と労働時
間が出生率に与える影響（駿河・七條・張 2000，
2001），妻の就業に与える影響（駿河・七條・張 
2001）， 有 給 休 暇 の 未 消 化 の 規 定 要 因（ 大 竹 
2001；小倉 2006），税制・社会保障制度が有配偶
女性の労働供給に与える影響（石塚 2003；安部・
大竹 1995；樋口 1995；樋口ほか 2001；大石 2003；
Akabayashi 2006；Abe 2009）などの分析は，そ
の例と言えよう。

動学化された生活時間配分モデルが理論モデル
として想定されていると解釈できる実証研究も少
なくない。育児休業制度などの育児支援策が女性
の結婚，出産，継続就業に与える影響に関する実
証研究は，その例と言えよう。結婚への影響（樋
口 1994），出産への影響（樋口 1994；森田・金子 
1998； 滋 野 2000； 駿 河・ 西 本 2002； 滋 野・ 松 浦 
2003；駿河・張 2003），継続就業への影響（樋口 
1994；Waldfogel,  Higuchi  and  Abe  1999；駿河・張 
2003），初職の勤続年数への影響（森田・金子
1998）などが分析されている。育児休業取得の決
定要因（山上 1999；西本・駿河 2002；西本  2004；
阿部 2005b），取得期間の決定要因（西本  2004），
介護による就業抑制（永瀬 2000；小原  2009）の分
析なども動学化された生活時間配分モデルの応用
として解釈できる。

2　市　場

ヘドニック市場を正面から取り上げた研究は少
ない。例外である篠崎ほか（2003）は，ヘドニッ
ク市場が成立しない状況を考え，パートが入職後
に正社員との賃金格差に納得できなくなる理由を
分析している。

育児休業制度が労働需要に与える影響に関して
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は，森田（2005）と森田（2006）の分析がある。
育児休業制度を中心とする両立支援制度が家計間
の長期的な所得格差に与える影響に関しては，武
内・大谷（2008）の分析がある。男女間格差に関
する既存研究としては，男女間賃金格差（阿部　
2005a；佐野 2005；Kawaguchi 2007），男女間雇用
格差（阿部 2005a）に関する分析などがある。

3　その他

人的資源管理の分野では，経済学者を巻き込む
形で両立支援施策の企業のパフォーマンスへの影
響が分析されている。経済学者による研究として
は，女性社員の定着率への影響（松繁 2008），企
業業績への影響（脇坂 2008；阿部 2007；阿部・黒
澤 2008）の分析などがある。

4　今後の展望

理論的な整理に基づき，既存の経済学的な実証
研究を概観すると，次のような未解決の課題が浮
かび上がって来る。
（1）コレクティヴモデル
コレクティヴモデルに基づく家計内の生活時間

配分の研究が少ない。例えば，フルタイム就労の
女性が家事・育児の責任負担を強いられる現象の
説明が十分にできているとは言い難い。現象を説
明できると解決策も見出し易い。
（2）動学的研究
ワーク・ライフ・コンフリクトは個人の将来に

影響を及ぼし，また，個人は将来を見据えた選択
を行う。したがって，動学的な研究が望ましい
が，極めて少ないのが現状である。例外である
Ueda（2007）は，女性の結婚，出産，就業の選択
に関する動学的分析を行い，出産率を高めるに
は，育児休業中の手当て増加や正規就業への再雇
用確率の上昇よりも，乳幼児期の育児負担の減
少，女性の賃金の上昇，結婚の不効用の解消の方
が効果があることを示している。家計内の生活時
間配分の内生性への考慮はないものの，動学的分
析が異なる結果を生む可能性を示唆している。動
学的研究では生活時間配分モデルの動学化が残さ
れた課題になっている4）。

（3）希望と現実の乖離
個人の希望と現実の乖離に関する研究が少な

い。時間配分に関する既存研究は，原・佐藤
（2008）等の少数の例外を除き，現実の希望と現
実の時間配分の乖離ではなく，現実の時間配分を
扱っている。ワーク・ライフ・コンフリクトは，
個人の希望する時間配分と現実の時間配分の乖離
から生じる。WLB は個人の多様性を重視する概
念であり，WLB 研究は特定の時間配分が個人に
とって望ましい，あるいは，望ましくないといっ
た前提を置くべきでない。この点で，既存の労働
安全衛生（Occupational Health and Safety）の観点
からの長時間労働の研究とは異なる。長時間労働
によるうつ病，過労死，ワークホリックなどの問
題は，労働安全衛生の観点から深刻な問題であ
る。しかし，長時間労働は，個人のライフスタイ
ル，ライフサイクル，職種によっては，個人が希
望するものでもあり得る。 WLB 分析の観点から
重要なのは，長時間労働を希望しない個人が長時
間労働に従事していたり，長時間労働を希望する
個人が長時間労働に従事できていない，といった
希望と現実の乖離である。

同様に，森田（2006），松浦（2008）等の少数の
例外を除き，理想の子ども数と現実の子ども数の
差の規定要因を分析した研究も少ない。 WLB 分
析の観点から重要なのは，理想の子ども数や現実
の子ども数ではなく，その乖離である。

希望や希望と現実の乖離を分析する際には，希
望の扱い方や分析結果の解釈が難しい。例えば，
個人の希望する労働時間が，（先述の 3 つの要素に
より規定される）ヘドニック市場が潜在的に提供
可能な（多様な労働時間と仕事の他の属性から成る）
パッケージの多様性の範囲を超えないとは限らな
い。個人の「過大な」希望によりワーク・ライ
フ・コンフリクトが生じたり，個人の「過小な」
希望により WLB が実現する可能性がある。
（4）労働時間の柔軟性
労働時間の柔軟性，特に短期の労働時間の柔軟

性に関する研究が少ない。社会学者の山口一男氏
は，著書（山口・樋口編 2008）の中で「柔軟性」
については，「何年とか比較的に長い単位で考え
るときの時間の使い方の柔軟性」と「日々の時間



日本労働研究雑誌 17

論　文　ワーク・ライフ・バランス研究

といった短い単位で考えるときの時間の使い方の
柔軟性」があり，長期の時間の使い方では，育児
休業の長さ，短時間正社員，男性の育児休業，短
期の時間の使い方では，看護・介護・授業参観な
ど，正当な理由のある欠勤に対するペナルティ，
柔軟な埋め合わせ，残業ゼロの選択の男女差など
の問題があると指摘している。「柔軟性」に関す
る既存の経済学的研究は，長期の時間の使い方に
関するものが大半であり，短期の時間の使い方に
関するものが少ない。
（5）ヘドニック市場
企業による WLB 施策の規定要因や，トレード

オフに関する研究が少ない。ヘドニック市場が機
能していれば，ある WLB 施策は，他の WLB 施
策，賃金，福利厚生，仕事の他の属性のいずれか
との間でトレードオフ関係にあるはずである。 
WLB 施策の規定要因に関する既存研究には，川
口（2002），松原（2008），労働組合の効果を検証
した脇坂（2008）などがある。トレードオフに関
する実証研究は少ないが，例えば，脇坂（2009）
が，有給取得率，年休取得促進策，自己啓発支
援，人事制度の整備（職能給制度，成果主義人事制
度，目標管理制度，正社員転換制度など）との関連
を見ている。なお，両立支援施策と男女均等施策
の相互補完性を報告する研究（川口 2002；脇坂 
2008；阿部・黒澤 2008 など）が増えているが，こ
の事実はトレードオフと矛盾するものではない。

非公式な取り決めに関する研究も少ない。 
WLB は非公式な取り決めによって推進されるこ
ともある。中小企業ではそうした可能性が高いと
言われている。

転職はヘドニック市場を機能させる上で重要な
役割を果たすにも関わらず，WLB の観点からの
転職に関する研究が少ない。WLB への焦点はな
いが，例えば，黒澤（2002）は中途採用市場の
マッチングの状況を分析し，玄田（2008）は前職
が非正社員であった離職者の正社員への移行につ
いて分析している。
（6）広義の WLB
家族の看護，介護，自己啓発，地域活動，家

族・友人などとの充実した時間に関する研究が少
ない。既存研究の大半が両立支援施策に関するも

のであり，広義の WLB 施策に関する研究が少ない。
（7）因果関係
分析結果が政策的含意を持つためには因果的効

果の推定が必要であるが，これに挑んだ研究が少
ない。しかし，WLB 施策の企業業績への影響（阿
部・黒澤 2008），親の市場労働供給増加・育児労
働時間減少の子どもの健康資本形成への影響（山
内 2001），税制・社会保障制度の有配偶女性の労
働供給への影響（大石 2003；安部・大竹 1995）の
分析などでは，因果的効果の推定が試みられてい
る。

1）　コレクティヴモデルの長所の 1 つは，ゲームの特定の解の
概念を仮定することなく，「配分はパレート最適でなければ
ならない」という公理のみを用い，配分結果を示す需要関
数，供給関数を導出することに成功していることである。

2）　実は，家計の制約条件に加え，家計の他の構成員が得る効
用水準を維持しなければならないという制約条件を課すと，
コレクティヴモデルにおいても個人レベルのワーク・ライ
フ・コンフリクトは生じない。これは，「家計はパレート効率
的な配分を選択しなければならない」という公理の帰結であ
る。例えば，労働時間の選択肢が無限にあるとき，夫の「過
小な」育児参加と妻の「過大な」育児参加という家計の選択
する配分は，家計の制約条件下のパレート効率的な配分の 1
つであるので，家計の制約条件下で妻の効用を所与としたと
きに，夫の効用を最大化する配分であると同時に，家計の制
約条件下で夫の効用を所与としたときに，妻の効用を最大化
する配分である。しかし，WLB に関する政策論議の大半はこ
のような状態を WLB として認めていないと筆者は考える。

3）　労働時間短縮や柔軟な労働時間を実現するのに費用を要す
ると仮定している。しかし，長期的には，労働時間短縮や柔
軟な労働時間が離職率を低め，採用，訓練などの費用が低下
する効果も期待できるとすれば，トレードオフが生じるとは
限らない。

4）　Kimura and Daishin（2009）は，生活時間配分を考慮した
動学モデルにより，逆 N 字型の出生率の推移を説明するこ
とに成功している。
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